
                                                                                                     

『小樽開発建設部 i-Construction 推進連絡会議』 

第１回幹事会（設立確認＆Ｗ会議合同） 次第 
 

 

■日  時  平成３０年１０月２４日（水）１５時３０分から 

 

■会  場  小樽開発建設部 第 1 会議室 

 

■次  第  

 

【第一部】 幹事会＆Ｗ会議（約５０分）15:30～16:20 

 

 １．挨拶                   ・・・ 小樽開発建設部 

 

２．設立承認（主旨＆要綱案説明後確認）    ・・・ 小樽開発建設部 

 

３．自己紹介 

 

４．今後の活動計画の概要について       ・・・ 小樽開発建設部 

 

  ５．意見交換  

・10 月下～11 月上にかけての第 1 回研修会の日時・内容について 

・ＩＣＴ工事の普及推進に向けた現状（施工者・設計者・発注者から） 

・今後の活動計画の具体的な内容、取り組むべき項目について 

 

 

【第二部】講話（本局からの話題提供 約４０分）16:30～17:10 

 

１．「i-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎを取り巻く最近の状況について」 

                   ・・・ 本局事業振興部技術管理課 

 

２．「ＩＣＴ施工の導入に関する補助金等について」 

「自治体をフィールドとしたモデル事業について」          

                     ・・・ 本局事業振興部機械課 

  

 ３．質疑応答 

        



『小樽開発建設部 i-Construction 推進連絡会議』 

第１回幹事会 出席者名簿 

 

第１部 15:30～16:20 「幹事会＆Ｗ会議」 

機関・団体名  役   職  氏   名 備考 

小樽建設協会 専務理事・事務局長  安 達 栄次郎 幹事 

協会員（アドバイザー）  後 藤 辰 男 幹事 

協会員  蓮 実   薫 幹事 

協会員  鈴 木 敏 彦 Ｗ会 

協会員  下 澤 哲 也 Ｗ会 

小樽測量 

設計協会 

会長代理 奈  良 義  明 幹事 

協会員  池 田 英 夫 幹事 

協会員  市 村     誠 Ｗ会 

協会員  成 川 憲 司 Ｗ会 

北海道 

後志総合振興局 

（オブザーバー） 

小樽建設管理部事業室 

地域調整課長 

 高 橋 浩 輝 幹事 

産業振興部長 

農村振興課長 

 大 浦 正 和 幹事 

小樽建設管理部事業室 

地域調整課主査 

 浅  見  直  範 Ｗ会 

産業振興部農村振興課 

検査専門員 

 小 俣 芳 春 Ｗ会 

小樽開発建設部 特定道路事業対策官  蛯 澤 秀 則 幹事長 

技術管理課長  寺 井 一 弘 幹事 

施設整備課長  齋 藤 収 治 幹事 

工務課長  村 上   勝 幹事 

築港課長  先 川 光 弘 幹事 

農業開発課長  西 山 弘 昭 幹事 

小樽道路事務所 第 1 工務課長 佐々木  博  一 Ｗ会 

小樽港湾事務所 副所長 佐 伯   茂 Ｗ会 

施設整備課 施設防災対策専門官 坂 口 勝 利 Ｗ会 

工務課 課長補佐 稲 垣 尚 人 Ｗ会 

工務課 課長補佐 葛 西 敏 行 Ｗ会 

農業開発課 課長補佐 高 橋 直 行 Ｗ会 

 

 

 



 

第２部 16:30～17:10 講話（話題提供） 

① 「i-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎを取り巻く最近の状況について」 

 機関・団体名 職    名 氏   名  備   考 

北海道開発局 

事業振興部 

技術管理課開発専門官  大 田 見  定  

技術管理課企画係長  藤 山 達 生  

 

② 「ＩＣＴ施工の導入に関する補助金等について」 

③ 「自治体をフィールドとしたモデル事業について」 

 機関・団体名 職    名 氏   名  備   考 

北海道開発局 

事業振興部 

機械課機械施工専門官  高 本 敏 志  

機械課機械施工第２係長 田  中  克 彦  
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

平成30年10月24日

北 海 道 開 発 局

小 樽 開 発 建 設 部

小樽開発建設部
i-Construction
推進連絡会議（案）
「生産性の向上」と「建設現場の魅力ＵＰ」

と「世界の後志」を目指して



小樽開発建設部 i-Construction 推進連絡会議（案）

<設置目的>
〇国土交通省においては、建設現場における生産性を向上させ、魅力ある建設現場を

目指す新しい取組である i-Constructionを推進することとした。

〇北海道開発局においては、 i-Construction（「ICT技術の全面的な活用」、「規格
の標準化」）を国の現場に導入するためのアクションプラン策定や地方公共団体及
び業界団体への普及活動を推進することとした。

〇小樽開発建設部においては、今後工事が本格化する北海道横断自動車道「倶知安余
市道路」をはじめとする管内の建設現場において、 i-Constructionの導入を促進
し、ＩＣＴ工事の普及・推進を円滑かつ効率的に図り、発注者と建設業界（施工工
事業者・建設コンサルタント）が三位一体となり、関係機関や団体と相互に連携し
ながら、後志地域の建設業における『生産性の向上』と、『建設現場の魅力ＵＰ』
を着実に実現し、i-Constructionの分野での「世界の後志」を目指すために、推進
連絡会議を設置することとした。

＜推進連絡会議＞
・議長 小樽開発建設部長
・委員 小樽開発建設部 次長（河川・道路担当、港湾・農水担当）、技術管理官

小樽建設協会会長、副会長
小樽測量設計協会会長、副会長

・オブザーバー
北海道後志総合振興局 小樽建設管理部長、産業振興部長 2



小樽開発建設部 i-Construction 推進連絡会議（案）

＜活動内容＞
連絡会議は、発注者、工事施工業者、設計測量コンサルタントが三位一体となり、関
係機関や団体と相互に連携して、次に掲げる事項について必要な検討・取組を行う。
（１）i-Constructionの導入・活用に必要な基本的な知識や技術の習得に関する事項
（２）i-Constructionの導入から普及・推進を図るための活動計画に関する事項
（３）その他、設置目的を達成するために必要な事項
具体的には、
・各種研修会や工事現場の視察、新技術や新基準などの各種情報共有、発注方式や積

算方法についての意見交換などの実施
・ i-Constructionの導入から普及・推進を図るための課題や問題点などについて、

解消・改善に向けた意見交換や提案などの実施

＜ワーキング会議＞
・座長 小樽開発建設部 技術管理課長

メンバー 小樽開発建設部 各事務所工務課長、各事業課補佐
小樽建設協会員、小樽測量設計協会員

オブザーバー 北海道後志総合振興局 担当職員（適宜）

3

＜幹事会＞
・幹事長 小樽開発建設部 特定道路事業対策官

メンバー 小樽建設協会員、小樽測量設計協会員
小樽開発建設部 各事業課長

オブザーバー 北海道後志総合振興局 担当事業課長



小樽開発建設部 i-Construction 推進連絡会議（案）

<推進連絡会議の体制図>

4

ワーキング会議

幹事会

推進連絡会議
〇推進状況についての情報共有（幹事

会からの報告）及び意見交換など
※適宜（年２回程度）

〇幹事会で決定した活動計画について
具体的に取組内容の検討・実施など
※適宜（２ヶ月に１回程度）

現場視察や
各種研修会など

※推進連絡会議、幹事会、ワーキング会議（Ｗ会）には、必要に応じて関係す
るメーカーや各種団体、国の機関等の参加を求めて会議を行うことができる。

（※詳細については、設置要綱案を参照）

〇推進会議への付議事項の検討や活動
方針・計画の策定など
※適宜（２ヶ月に１回程度）

〇調査・測量・設計、施工、検査及び
新技術・新基準、工事発注・積算基
準などについて、知識を高める
※適宜（３ヶ月に１回程度）



小樽開発建設部 i-Construction 推進連絡会議（案）

<当面のスケジュール案>
・2018.09.06 「小樽開発建設部 i-Construction推進連絡会議」設立総会

（※北海道胆振東部地震により延期）

・2018.10.24 第１回幹事会（設立確認含む＆Ｗ会議合同）
（※今年度の活動方針と内容の確認）

・2018.11.上旬 第１回現場研修＆勉強会（事例見学、実習など）開催
（※参加対象は発注者主任監督員・専任監督員をメイン）

・2018.11.12 平成30年度 小樽建協と本局と小樽開建の意見交換会

・2018.11.14 平成30年度 道コンサルタンツ協会と本局と小樽開建
の意見交換会

・2018.11.中旬～下旬 第２回現場研修会（道のモデル工事と連携）

・2018.12.上～中旬 第２回幹事会（Ｗ会議合同）開催
・現場研修及び勉強会の活動整理と課題確認
・今後の改善に向けた取組方針策定
・第１回推進連絡会議の内容について 他

・2019.03.上旬～中旬 「第１回推進連絡会議」開催
・幹事会から活動内容及び課題等の報告
・次年度の普及・推進に向けた活動方針について確認 他 5



参考資料 

 

小樽開発建設部 i-Construction 推進連絡会議 設置要綱（案） 
 

（目的） 

第１条 小樽開発建設部管内の建設現場において、i-Construction の導入を促進 

し、ＩＣＴ活用工事の円滑かつ効率的な普及推進を図るために、後志管内の

建設業界（工事施工業者・設計測量コンサルタント）及び関係機関・団体と

連携して、「小樽開発建設部 i-Construction 推進連絡会議（以下「連絡会議」

という。）」を設置し、後志地域の建設業における生産性の向上と建設現場の

魅力ＵＰを着実に実現し、「世界の後志」を目指すものである。 

 

（活動内容） 

第２条 連絡会議は、発注者、工事施工業者、設計測量コンサルタントが三位一体 

となって、関係機関や団体と相互に連携して、次に掲げる事項について必要 

な検討・取組を行う。 

（１）i-Construction の導入から普及・推進、活用に必要な基本的な知識や技術 

の習得に関する事項 

（２）i-Construction の導入から普及・推進を図るための活動計画に関する事項 

（３）その他、第１条の目的を達成するために必要な事項 

 

（構成） 

第３条 連絡会議は、別表１に掲げる機関・団体及びオブザーバーで構成する。 

なお、構成員は必要に応じて追加することができる。 

２ 連絡会議に議長を置く。 

３ 議長は小樽開発建設部長の職にある者をもって充てる。 

 

（会議） 

第４条 連絡会議は、必要に応じて議長が招集し、会議の議事進行を努める。 

２ 連絡会議には、必要に応じ、構成機関・団体以外の者の出席を求め、その意

見を聴くことができる。 

 

（幹事会） 

第５条 連絡会議に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、別表２に掲げる者をもって構成する。 

３ 幹事会は、必要に応じ、構成機関・団体以外の者に出席を求め、その意見を 

聴くことができる。 

４ 幹事会は、連絡会議に付議する事項の内容について協議する。 

５ 幹事長は、小樽開発建設部特定道路事業対策官の職にある者をもって充てる。 

 

（ワーキング会議） 

第６条 幹事会にワーキング会議を置き、連絡会議の活動内容について、具体的な 

検討・取組を行う。 

２ ワーキング会議は、別表３に掲げる者をもって構成する。 

３ ワーキング会議は、必要に応じ、構成機関・団体以外の者の出席を求め、そ 



の意見を聴くことができる。 

４ 座長は、小樽開発建設部技術管理課長の職にある者をもって充てる。 

 

（事務局） 

第７条 連絡会議の事務局は、小樽開発建設部、小樽建設協会、小樽測量設計協会

によって構成し、対外的な連絡窓口は小樽開発建設部技術管理課が努める。 

 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、連絡会議の運営に関して必要な事項は幹事 

会にて別に定める。 

 

（附則） 

    この要綱は、平成３０年１０月２４日から施行する。 

 

 

別表１（第３条関係） 

 推進連絡会議委員 

機関・団体名 職    名 備  考 

小樽開発建設部 部長 議長 

次長（河川・道路担当） 委員 

次長（港湾・農水担当） 

技術管理官 

小樽建設協会 会長 副議長 

副会長 委員 

副会長 

副会長 

小樽測量設計協会 会長 委員 

副会長 

副会長 

北海道後志総合振興局 小樽建設管理部長 オブザーバー 

産業振興部長 

 

 

別表２（第５条関係） 

 幹事会 

機関・団体名 職    名 備  考 

小樽開発建設部 

 

特定道路事業対策官 幹事長 

技術管理課長 幹事 

施設整備課長 

工務課長 

築港課長 

農業開発課長 

小樽建設協会 事務局長 幹事 

協会員（アドバイザー） 

協会員 



小樽測量設計協会 会長代理 幹事 

協会員 

北海道後志総合振興局 小樽建設管理部事業室 

地域調整課長 

オブザーバー 

産業振興部農村振興課長 

 

別表３（第６条関係） 

 ワーキング会議（Ｗ会） 

機関・団体名 職    名 備  考 

小樽開発建設部 技術管理課長 座長 

各事務所 課長  

各事業課 補佐 

小樽建設協会 協会員  

協会員 

小樽測量設計協会 協会員  

協会員 

北海道後志総合振興局 小樽建設管理部事業室 

地域調整課主査 

オブザーバー 

産業振興部農村振興課 

検査専門員 

 

 



『小樽開発建設部 i-Ｃonstruction 推進連絡会議』 

第１回現場研修＆勉強会 

 

～ プログラム ～ 

 

日 時 ： 平成３０年１１月６日（火曜日） 

場 所 ： １３：００～１４：０５（現場での実務講習） 

      余市郡余市町登町地先（稲穂改良工事） 

      １５：００～１７：００（座学による講習） 

      小樽開発建設部 第１会議室 

主 催 ： 北海道開発局 小樽開発建設部 

 

時  間 内   容 

１３：００～ 

 （５分） 

１．開 催 挨 拶  

小樽開発建設部 特定道路事業対策官 蛯澤 秀則  

１３：０５～ 

（６０分） 

２．稲穂改良工事（ＩＣＴ活用工事）の現場状況 

～ＩＣＴ建機の仕組み及び稼働状況～ 

        阿部建設株式会社 現場代理人  川元 雅之 

 

  質 疑 応 答 （１０分） 

１４：０５～ 

 （５５分） 
  移 動 （稲穂改良工事現場～小樽開建 第 4 会議室） 

１５：００～ 

 （１１５分） 

 

 

 

 

３．ＵＡＶ（無人航空機）を使用した空中写真測量の点群生成と３

次元設計データの作成について  （４５分） 

           ＨＲＳ株式会社 執行役員 大浦 宏照 

 

４．ＩＣＴ活用工事の実践と考察 （４０分） 

協成建設工業株式会社 工事部 

ＩＣＴ管理課 係長 下澤 哲也 

 

５．「コマツ」による最新技術の紹介 （２０分） 

   コマツカスタマーサポート株式会社 北海道カンパニー 

札幌北支店長 新木 悟 

グループマネージャ 工藤 正裕、池野 詩帆 

               

質 疑 応 答  （１０分） 

１６：５５～ 

 （５分） 

６．閉 会 挨 拶  

          小樽開発建設部 技術管理官 藤本 和伸 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

ICT活用工事普及拡大の取り組み
～ 自治体をフィールドとしたモデル事業 ～

北海道開発局 事業振興部 機械課

④技術指導と効果検証

⑤協議会・報告会の支援

１：地方普及展開に向けた取組 現場支援型モデル事業

○ ICT活用工事を地方自治体発注工事に広く普及を図るため、Ｈ２９年度から地方自治体発注工事（モ
デル工事）をフィールドに現場支援型モデル事業を実施 （各地方整備局１件程度）。

○本事業では、地方自治体が設置する支援協議会の下、ICT活用を前提とした工程計画立案支援、ICT
運用時のマネジメント指導によってICT導入効果を明らかにすることで、その普及展開の支援を行う。

○今年度からは地域のICT施工専門家育成を目的として、地方自治体発注工事を支援している機関等
の参加を推進する。

○Ｈ３０年度も地整毎に支援地方自治体を選出し、以下の地方自治体にてモデル工事を実施予定。

北海道 福島 栃木 富山 三重 滋賀 山口 高知 宮崎 沖縄

主な支援概要
①ICT導入計画の支援

②3次元設計データ作成支援

③現場見学会の支援

・ICT活用工事の基準類への理解を深める、
技術講習会開催
（施工者及び自治体の発注者を対象）

・3次元設計ﾃﾞｰﾀ作成、活用方法の指導を
実施

・モデル工事受注者のみならず、地域の建
設業者にも受講の機会を確保

・機材の調達計画の精査（必要な機材を
必要な期間だけ調達）
・実施工を通じた活用効果の計測

・支援対象自治体関係機関の合意連携
にあたりICTの情報提供
・活用効果の報告会を支援

・現場条件を踏まえ、施工者とICTを
活かせる工程計画の検討

粗
掘
削

繰り返し作業

丁張り作業の
削減
作業時間
の短縮

法
面
整
形

広域施工の提案 丁張りレス施工の提案

1
1



２：現場支援型モデル事業の狙い

2

自治体でモデル事業を行う狙い
• 自治体の発注者にICT活用工事への不安を取り除き、地域業者の投資意欲を増進

実地検査

人力で計測

ＧＮＳＳローバー等で計測 検査書類
工事書類

(計測結果を手入力で作成)

1断面のみ ／ １現場

検査は画面1枚で実施

発注者自身の工事でICT活用工事の検査手法を体感させ発注者としてのメリットも確認
自治体での一層の普及につなげる。

地域業者に現場を公開しノウハウを共有 丁張り不要の圧倒的な施工効率を体感 敢えて従来の人手のかかる手法と比較

自
治
体

○モデル工事候補の公告
〈公告内容・仕様〉
・支援協議体への協力を求める
・ICT活用工事として発注する工
事仕様書においてモデル工事候補
であることを明記する等

《モデル工事の公告・選定》 《モデル工事での支援》 《成果とりまとめ》

○モデル工事の選定

※特に地域からの要
望が無い限り、ICT施
工専門家としては、
支援業務受注者より
推薦

支
援
協
議
体

支
援
業
務

（
本
省
発
注

）

工
事

受
注

者

○ICT活用工事としての費用を負担
・ICT積算基準を適用

○ICTを生かした監督検査の許容
・国の基準等を受入れ、二重管理しない。

○自治体職員への理解促進
・現場講習会への職員派遣

○ﾓﾃﾞﾙ工事の支援（1ヶ月間）
<ICT専門家の派遣>
・ICTを活用した施工計画（調達計
画・工程計画等）の立案支援
・３次元設計ﾃﾞｰﾀ作成支援
・ICT利用に関する現地指導

<現物貸与>
・出来形管理等のｿﾌﾄｳｪｱ貸与

○現場講習会
の運営支援

・講師派遣
・見学に必要な
実機、その他
イベント資機
材の手配
・その他運営

○好事例と
りまとめ
・効果計測
（現地調査）
・コストメ
リット定量化
・ノウハウ整
理

○モデル工事
の施工

○現場の
公開

○知見の
公開

発注者：当該自治体
施工：建設業協会
測量設計：測量設計協会他
ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ：ﾚﾝﾀﾙ業協会他
ICT専門家：支援業務から派遣
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ：整備局推進体制

※先行事例では、モデル事業
実施自治体が事務局となり
支援協議体を発足、運営

○施工内容の
調整

３：自治体をフィールドとした現場支援型モデル事業の枠組み

○地域に知
見の共有
・各団体で講
習会開催

○業団体会員
の理解促進
・現場講習会に
参画

3

国が発注する支援業務を通じて、モデル工事のフィールドに派遣するICT施工専門家の旅費・
謝金を支出
各地整1件ずつモデル工事とそれを支援する協議体を立ち上げ（既存の体制でも可）

2



４：自治体をフィールドとしたモデル事業 支援例１（①ICT導入計画の支援）

4

有効なICT建設機械の提案
ICTの施工効率を計算し、法面の小さい造成工事では、ICTバックホウは使用せずICTブル
ドーザのみを利用するように当初から計画。

47

Ｚ

Ｘ

Ｙ

ＢＰ

ＥＰ

切り出し原点を
白線等でﾏｰｷﾝｸﾞ

ICT建機フルセット 80,000円／日
⇒ICTブルドーザのみ 39,000円／日

3次元設計ﾃﾞｰﾀを搭載したTSで切出し位置を描き通常のﾊﾞｯｸﾎｳで施工ICTﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ

ICT専門家がﾓﾃﾞﾙ工事契約直後から現地に入り、現場により異なるノウハウが必要な、ICTの能力を最大限生
かした段取りを支援

ICT施工を活かせる工程計画の検討
○当初計画の手順

• 敷均し精度を確保するために小規模なロットで作業
（精度確保には高頻度で丁張りとの高さ確認が必要）

• 仮置き土を東から順に掘削、盛土を繰り返す

施工①

①丁張り

当初計画
約60日

施工②

○ＩＣＴブルドーザ（ＭＣ）の活用
• ＭＣ機能により丁張りがなくても広範囲でも敷均し精度を確保
（どの位置でも設計との高さを確認しながら施工できる）

• 仮置き土を一度別の場所に配置し、作業範囲を大きく確保

施工①

① ②

施工②

ＩＣＴ計画
約40日

４：自治体をフィールドとしたモデル事業 支援例２（①ICT導入計画の支援）

【現場概要】 【支援内容】

宅地造成工事

施工数量
法面整形（切土部）：1,500㎡
法面整形（盛土部）：6,460㎡

現場の特徴
多くの宅盤が存在する（法長短め）

ICT機材選定の支援
現場条件、設計データの形状、数量等を考慮し効果的

なICT機材のアドバイス

【ICT建機活用法の提案と効果検証】

従来施工 ICT施工

従来+ICT施工

ICT導入時の技術支援
施工計画書作成支援、ICT建機活用方法、留意点等の

技術支援

ICT建機活用法提案と効果検証
現場条件に合ったICT建機による施工方法の提案およ

びその効果について調査

技術の普及展開支援
３次元データ作成講習会、現場見学会、協議会の開催

衛星測位が出来るICT建
機は丁張代わりの目印
設置に利用。残りの施
工量は従来機で実施

ICT建機の稼働率を上げ
る工夫

5

3



４：自治体をフィールドとしたモデル事業 支援例３（②3次元設計データ作成支援）

6

3次元設計ﾃﾞｰﾀは技術者自らが作成することで、設計照査や工程計画の精
緻化に有用であることから、内製化を目指し、活用方法の指導を実施
モデル工事受注者のみならず、地域の建設業者にも受講の機会を確保

講義科目 講義内容

３次元設計データに関
する基礎知識

・線形データを有する構造物の３次元
設計データ作成の流れ

３次元設計データ
作成（線形構造物編）

＜体験講座＞
①線形入力
②横断入力
③３次元モデル化

休憩

モデル工事における３
次元データ作成

・線形の無い面データ作成の流れ
・実例によるデータ作成上の留意点
（モデル現場での問題点など）

３次元設計データ
作成（宅地造成編）

＜体験講座＞
・モデル工事データを用いた作成
①普通の宅盤データを用いたもの
②作成困難なデータを用いたもの

出来形管理（ヒート
マップ）の作成

＜体験講座＞

・設計面と点群データを用いた出来形
管理（ヒートマップ）作成体験

スケジュールの例

実際の支援現場のデータを用いて講習

参加数：約10人
所要時間：約2時間
対象：モデル工事施工者、
発注者
PC：使用なし

参加数：約50人（合計）
所要時間：午前・午後

各2時間半
対象：施工者、発注者、建
設業者、測量設計業者、
コンサルタント業者
PC：2人1台使用

参加数：約25人
所要時間：約3時間半
対象：施工者、発注者、
建設業者、測量設計業
者、コンサルタント業者
PC：2人1台使用

４：自治体をフィールドとしたモデル事業 支援例４（③現場見学会の支援）

7

モデル工事で得られる知見を地域の建設業界へ展開する目的で、県が主体的に支援協
議会を設置し、同メンバーに対する現場見学会の開催を支援した。

モデル事業終了後も、地域（県や地域の建設業団体）で主体的に、普及展開活動
の継続がなされることを期待

4



４：自治体をフィールドとしたモデル事業 支援例５（④技術指導）

8

従来施工

丁張りがあるために、そ
れを避けながらと作業と
なったり、前進後退を繰り
返す等により時間がか
かっている。

ＩＣＴ建機により丁張りが
省略出来るが、ＩＣＴ建機
の能力を知らずに、これ
までと同じ段取りをする
と、効率化しない

丁張がないため現場を縦横
無尽に押土できることによる
施工効率の向上に合わせて、
現場内運搬の能力を見直す
ことにより、別工程でボトル
ネックを作らないようにする。

単なるＩＣＴ導入 ＩＣＴによるカイゼン

ICT建設機械運用支援の例

ICT専門家がICT建設機械稼働中適時現地に入り、その運用にかかる支援を実施

ＩＣＴ建機のポテンシャルを最大限に活かせる施工手順と体制を指南

9

４：自治体をフィールドとしたモデル事業 支援例６（⑤協議会・報告会の支援）

• 県独自の取り組として、普及展開を目的としたパネルディスカッションを開催

i-Construction普及加速パネルディスカッション

基調講演
パネルディスカッション

• 「i-Constructionを本音で語る！」
• （一社）日本建設業連合会：杉浦 伸哉氏（（株）大
林組）

• （一社）施工技術総合研究所：藤島 崇氏
• 国土交通省公共事業企画調整課：新田 恭士氏
• やんちゃな土木ネットワーク（YDN）：鈴木 祥哲氏
（（株）藤本組）

• （一社）静岡県建設コンサルタンツ協会：田中 寛
氏（静岡コンサルタント（株））

• 静岡県技術管理課：杉本 直也
分科会

• （グループ1）i-Conってこうやるんです！
• （グループ2）3次元データの可能性を追求する！
• （グループ3）i-Conで建設産業は変わるのか？
アイデアソン アイデアソン：各グループ別に課題抽
出＆アイデア発想
成果発表：アイデアソンの成果を各グループ5分に
まとめて発表し共有

5



５：Ｈ３０北海道における現場支援型モデル事業の取組概要

H30.  5.11 北海道建設管理課技術管理グループと北海道開発局 技術管理課・機械課に
おいて現場支援型モデル事業実施に向けた調整開始。

H30.  7.11 北海道後志総合振興局小樽建設管理部共和出張所が担当する工事をモデル
工事に選定

H30.  7.25 モデル工事関係者による第１回打合せを実施

H30.10.  2 ICT施工講習会を開催（出張所職員等向け及び施工者向けの２部構成）

H30.10.23 現場見学会に向けた関係者打合せ

H30.11.中旬（予定） 現場見学会の実施

H31.1～2（予定） モデル工事好事例報告会

【モデル工事】

工 事 名 泊共和線防災安全Ｂ（地方道）工事（函渠工）その２

工 期 H30.7.12～H31.3.20
ICT施工概要 切土Ｖ＝28,710m3
工事受注者 阿部・三陽経常建設共同企業体

【活動概要（H30.10.23時点）】

10

北海道開発局 事業振興部 機械課

５：Ｈ３０北海道における現場支援型モデル事業の取組概要

開催日時 H30.7.25(水) 13:15～15:00(打合せ)
15:30～16:20(現場確認)

開催場所 共和出張所会議室

出席者 モデル工事施工者 ２名
小樽建管 １名、共和出張所 ３名
本省業務受注者（ICT専門家） ２名
国土技術政策総合研究所 ２名
北海道開発局技術管理課 １名、機械課 ２名

打合せ概要

・モデル事業の概要と支援メニュー概要の説明

・本工事の建設機械の調達方法（今回はリース）、測量機器・
3Dソフトの調達及び施工方法（今回は自社持ち・直営施工）
・モデル工事施工者・発注者が希望する支援メニューの確認

◆ モデル工事 第１回打合せ

北海道開発局 事業振興部 機械課

共和出張所会議室での打合せ状況

工事現場の確認状況

◆ ３Ｄデータ作成講習会

○開催日時 H30.10.2(火) 10:00～12:00（発注者向け）、
13:00～16:15（施工者向け）

○開催場所 共和町生涯学習センター

○出席者 発注者向け１３名、施工者向け１７名

○カリキュラム

・（座学）データ作成、出来形管理、立会確認

・（PC演習）３次元設計データ作成施工（図面確認、データ照査）
・（PC演習）出来形管理の作成（ヒートマップ、検査箇所選定）
・（体験学習）立会確認（模擬的な立会確認）

11講習会開催状況（TSによる検査方法の説明）

6



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

i-Construction（ICT施工）
の導入に関する補助金等

i-Construction（ICT施工）の導入に関する補助金 俯瞰図

2

平成30年10月時点

1



i-Construction（ICT施工）の導入に関する補助金

ICTシステム機器導入

ICT建設機械導入

ICT活用
ソフトウェア
導入

ICT施工
人材育成

サービス等
生産性向上
IT導入支援
事業（IT導
入補助金）

ものづくり・商業・サービス経営力向上支援
事業(ものづくり補助金）

人材開発
支援助成金

③

②

①

④ソフト ハード

ハード

人材

補助率２/３以内、上限額1,000～500万

補助率 購入価格と基準価格の差額の9/10又は6/10、上限額300万

補助率1/２以内
上限額５0万

補助率6/10以内
及び賃金助成

省エネルギー型建設機械導入補助事業

○ICT施工の中小企業への普及加速のための補助金の活用を周知

※詳細な内容は、各制度の問合せ先に
御確認下さい。 3

平成30年10月時点H30.10.03
施工企画課長会議
施工調整 資料-1

ICTシステム機器導入

i-Construction（ICT施工）の導入に関する税制・融資制度

ICT建設機械導入

ICT活用
ソフトウェア
導入

ソフト ハード

ハード

○ICT施工の中小企業への普及加速のための税制優遇・低利融資の活用を支援

※1 中小企業等経営強化法の認定を受けた経営力向上計
画に基づく税制措置

⑩環境・エネルギー対策資金
（低利融資）

⑨IT活用促進資金
（低利融資）

⑤【地方税】固定資産税の特例※1
3年間 2分の１に軽減

⑦【国税】中小企業経営強化税制※1
即時償却又は取得価格の１０％税額控除

※詳細な内容は、各制度の問合せ先に御確認下さい。

⑧ 【国税】中小企業投資促進税制
特別償却３０%又は取得価格の７％税額控除

3年間 ０～2分の１に軽減
⑥【地方税】固定資産税の特例※2

※2 生産性向上特別措置法に基づく税制措置

4

平成30年10月時点
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中小企業が生産性向上を行う設備投資に対しする補助を行う。

ものづくり・商業・サービス経営力向上支援事業（ものづくり補助金）

1.企業間データ活用型

補助上限額

：１,０００万/者 ※１

補助率

：２/３

①

平成30年10月時点

複数の中小企業が事業者間で
データ共有し、生産性の向上を
図るプロジェクトを支援
※1連携体は10者まで、さらに

200万×連携参加数を上限に
配分可能

【３社連携の場合】

2.一般型

補助上限額

：１,０００万/者
補助率

：１/２ ※2

3.小規模型

補助上限額

：５００万/者
補助率

：２/３（小規模事業者）
：１/２（その他）

中小企業が行う、生産性プロ
セスの改善に必要な設備投資
を支援
※2先端設備等導入計画又は
経営革新計画の認定を取得
して要件を満たす者は ２/３

小規模な額で中小企業が行う
生産性プロセスの改善を支援

対象となる条件(共通)
「中小ものづくり高度化法」に基づく基盤技術を活用した生産プロセスの改善であり、３～５年で「付加価値額」年率
３％及び「計上利益」１％の向上を達成できる計画であること。

●専門家を活用する場合補助額上限30％アップ（１～３共通）

最新の情報、詳細につきまして
は、問合せ窓口に必ず確認し
て下さい。！

中小企業の生産性向上を実現するため、業務の効率化に資するITツール(ソフトウエア、
サービス等）の導入経費の補助を行う。

サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業（IT導入補助金）

補助上限額：１５～５０万 補助率：１/２

②

平成30年10月時点

当該事業で承認されたITツール（ソフトウェア、教材用DVD等）の購入費が対象

※「交付申請」「事業実績報告」「事業実施効果報告」は、中小企業・小規模事業者等の作成（入力）
された内容を元に、ITベンダー・サービス事業者より代理申請する形で行われます。

ITベンダー・サービス事業者により作成された申請・報告情報は、中小企業・小規模事業者等の確認・承
認手続きを経て、事務局への提出が完了します。

交付決定の連絡が届く前に発注・契約・支払い等を行った場合は、
補助金の交付を受けることができません。

最新の情報、詳細につきまして
は、問合せ窓口に必ず確認し
て下さい。！！
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ICTを搭載した「建設機械」の購入を補助

省エネ建機補助金及び人材開発支援助成金

【省エネルギー型建設機械導入補助金】③

最新の情報、詳細につきましては、問合せ窓口に必ず確認して下さい。！

平成30年10月時点

④ 【人材開発支援助成金】

職務に関連した専門知識及び技能取得
費用を助成

補助上限額

：３００万又は２００万
補助率

：９/１０又は６/１０※１

国土交通省策定の燃費基準値を超える
（3つ星以上）燃費性能を有する、排出
ガス四次規制 (2011年、2014年) に適合
し,対象機種に認定された油圧ショベル、ブ
ルドーザ等の購入に適用
※1補助対象車両の購入価格と基準価格
の差額が対象
●手続きは通常は販売業者が代行する。

※研修事例（ICT土工）
１ 安全衛生（4時間）
①研修ガイダンス
②災害事例
③まとめレポート作成
２ ＩＣＴ概論（3時間）
①ＩＣＴ土工概要
②ＩＣＴ施工管理法
３ 起工測量（16時間）
①ＵＡＶの概要
②ＵＡＶ等による
起工測量実習
③写真点群データ
作成実習
４ ＩＣＴ施工（16時間）
①ＩＣＴ施工実習
②３次元出来形管理実習
５ 関係法令（2時間）
①公共測量における
ＵＡＶ安全基準

• 6日間
• 受講費用：約35万円

【助成額計算例】
41h×960円=39,360円
350,000×0.6=210,000円
計 249,360円

支給対象となるコース
特定訓練コース
・職業能力開発促進センター等が
実施する在職者訓練（高度職業
訓練）、事業分野別指針に定めら
れた事項に関する訓練 、
専門実践教育訓練、生産性向上
人材育成支援センターが実施する
訓練等

・採用５年以内で、 35 歳未満の
若年労働者への訓練

・熟練技能者の指導力強化、技能
承継のための訓練、認定職業訓練
・海外関連業務に従事する人材育
成のための訓練

・厚生労働大臣の認定を受けた
OJT 付き訓練

・直近２年間に継続して正規雇用
の経験のない中高年齢新規雇用
者等（ 45 歳以上）を対象とした
OJT 付き訓練

約25万円

「導入促進基本計画」は各市
町村により異なります、各市区
町村固定資産担当窓口で必
ず確認して下さい。

必要とされる書類
・工業会の証明書 ※1
・「経営力向上計画」の申請書・認定書

必要とされる書類
・工業会の証明書 ※1
・「先端設備等導入計画」の申請書・認定書

対象となる要件(⑤・⑥）
・最新モデルであること（新車・新品）
・発売から10年以内（機械設備/建設機械） 6年以内（器機/測量機器)
・１６０万以上(建設機械） ３０万以上（測量機器等）
・前モデル比で生産性平均１％以上向上 ※1

中小企業等経営強化法による
固定資産税減免を受けられる。

固定資産税優遇措置

【地方税】 固定資産税の特例
3年間 2分の１に軽減⑤

最新の情報、詳細に
つきましては、問合せ
窓口に必ず確認して
下さい。

！

平成30年10月時点

⑥ 3年間 ０～2分の１に軽減
【地方税】 固定資産税の特例

生産性向上特別措置法による
固定資産税減免を受けられる。

「導入促進基本計画」の同意を受けた市区町村に所在する
中小企業で、「経営革新等支援機関」による「先端設備等
導入計画」の事前認定を取得すること。

「経営力向上計画」を作成し担当省庁の計画認定を事前
取得すること。

！
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中小企業等経営強化法による、法人税
減免の減免を受けられる。

法人税減免措置

【国税】 中小企業経営強化税制
即時償却又は取得価額の税額控除

即時償却 税額控除

購入初年度に
取得価額の

１００％償却
取得価額の７％

取得価額の１０％

又は

資本金3,000万円超～1億円以下

資本金3,000万円以下

⑦ ⑧

平成30年10月時点

特別償却３０%又は取得価格の７％税額控除
【国税】 中小企業投資促進税制

最新の情報、詳細につきましては、問合せ窓口に必ず確認して下さい。！

必要とされる書類
・工業会の証明書 ※1
・「経営力向上計画」の申請書・認定書 ※2

対象となる要件(⑦）
・一定期間内に販売されたモデル（中古品は対象外）
・前モデル比で生産性平均１％以上向上 ※１
・担当省庁より発行される「経営力向上計画」の事前認定 ※2
・１６０万以上(建設機械） ７０万円以上（ソフトウェア等）
３０万以上（測量機器等）

特別償却 税額控除又は
資本金3,000万円以下

資本金3,000万円超～1億円以下

取得価額の７％購入初年度に
取得価額の

３０％償却

購入初年度に

取得価額の３０％償却

特別償却

中小企業投資促進税制では、法人税
減免の減免を受けられる。

対象外の業種があります。！

対象となる要件(⑧）
・１６０万以上(建設機械）
７０万以上（一定のソフトウェア事業年度内の取得価額の合計７０万以上）
１２０万以上（測量機器等事業年度内の取得価額の合計120万以上）

IT活用促進資金

低利融資制度

ICT施工機器の購入・賃借
基準金利

⑨ ⑩

平成30年10月時点

基準金利、特別金利
各種環境対策型建設機械の購入

貸付対象はMC/MG機器やＴＳ／GNSS、TLS
等のICT機器と取付改造費

環境・エネルギー対策資金

・建設機械は含みません。
・賃貸業は対象外。！

新車で販売中のICT建機はオフロード法基準適合
車です。低炭素型建設機械、燃費基準達成建設機
械の認定の有無はﾒｰｶ等に確認して下さい。！

貸付対象は各種環境対策型建設機械の購入費

中小企業事業(限度額7億2千万） 国民生活事業(限度額7千2百万）

基準金利 1.11%
特別利率① 0.71%
（5年超6年以内、平成30年 10月）

基準金利 2.06～2.65%
特別利率Ａ 1.66～2.25%
（担保不用の貸付、平成30年 10月）

標準的な利率のため
詳細は最新情報を制
度紹介HPや窓口に
確認して下さい。

！

○排出ガス対策型建設機械：基準金利

○オフロード法基準適合車：特別利率 ①※／Ａ
※基準適合表示が付されていない同等の諸元を有する
建設機械等からの買い替えに係る資金のみ特利①

○低炭素型及び燃費基準達成建設機械：特別利率
①／Ａ

貸付金額が４億円を超える場合は基準金利
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区分 制度 対象 実施機関 問い合わせ先 ＨＰ

補助
金

①

ものづくり・商業・サー
ビス経営力向上支援
事業

生産性向上に資する
投資計画

購入費

北海道中小企業
団体中央会（北
海道地域事務
局）

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/2018
/180803mono.htm

http://www.h-chuokai.or.jp/monodukuri/

②

サービス等生産性向
上ＩＴ導入支援事業

ＩＴツールのソフト本
体、クラウドサービス、
導入教育費用他

購入費
サービスデザイ
ン推進協議会

https://www.it-hojo.jp/

https://www.it-
hojo.jp/h29/doc/pdf/h29_application_manual.p
df

③

省エネルギー型建設
機械導入補助事業
（地球温暖化対策）

低燃費型（３つ星以
上）のICT・ハイブリッ
ド・電気駆動の建機

購入費
（一財）製造科学
技術センター

http://www.eco-kenki.jp/

人材
育成 ④

人材開発支援助成金 ICT土工をはじめと
する特定訓練の経
費や賃金補填 研修費

賃金補
填

職業能力開発促
進センター等

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-
11600000-
Shokugyouanteikyoku/0000201704.pdf

補助金・税制・融資等支援一覧

11

平成30年10月時点

2次公募終了(今年度未定)

3次公募受付中
平成30年11月19日まで

申請受付中
平成31年3月13日まで

申請受付中
平成31年3月31日まで

区分 制度 対象 実施機関 備考

税制
優遇

⑤
中小企業等経営強化
法

生産性が年平均１％
以上向上する建設
機械、情報化施工機
器 等

固定資
産税

市町村

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2
018/180601zeiseikinyu.pdf

⑥
生産性向上特別措置
法

生産性が年平均３％
以上向上する建設
機械、情報化施工機
器 等

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisans
ei/index.html

⑦
中小企業経営強化税
制

生産性が年平均１％
以上向上する建設
機械、情報化施工機
器 等

法人税、
所得税、
法人住
民税、
事業税

国（法人税、所得
税）、都道府県
（法人住民税、事
業税）、市町村
（法人住民税）

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2
018/180601zeiseikinyu.pdf

⑧
中小企業投資促進税
制

建設機械、情報化施
工機器 等

http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/201
4/tyuusyoukigyoutousisokusinzeisei.htm

低利
融資

⑨ IT活用促進基金
情報化施工機器の
購入・賃借

購入・
賃借

(株)日本政策金
融公庫

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/11_itsiki
n_m_t.html

⑩
環境・エネルギー対
策資金

建設機械 購入
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/15_kank
youtaisaku_t.html

補助金・税制・融資等支援一覧

12

平成30年10月時点
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平成２９年度補正　ものづくり・商業・サービス経営力向上支援補助金採択案件一覧（i-Construction関係　66件）
（受付番号順）

受付番号 都道府県 申請者名称 法人番号 事業計画名 認定支援機関名

18 2901110034 北海道
伊藤アスフアルト建設株
式会社

7440001000130
ＴＬＳ導入による　ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎの先に見える次世代
３次元ＰＡＶＥ

株式会社北洋銀行

35 2901110060 北海道 川端測量設計株式会社 7440001000493
最新型３Ｄレーザー測量システム導入によるＩＣＴ土工への対応と測量
技術工程の開発

株式会社北洋銀行

65 2901110105 北海道 株式会社及川土木設計 9450001000631 ＩＣＴの活用における生産性プロセスの改善による生産向上計画 株式会社北洋銀行

71 2901110120 北海道 株式会社若松測量設計 1460101001981 ＩＣＴ活用三次元レーザースキャナーによる生産性向上で新事業展開 株式会社北洋銀行

73 2901110123 北海道 有限会社平井測研 5460102002802 ＩＣＴ対応マルチビームソナーによる水中地形３次元計測事業 株式会社北洋銀行

116 2901110190 北海道 東海産業株式会社 6450001002110
ＩＣＴ等の先端設備導入による、農業土木施工の省力化及び生産性向上
計画

金谷　博光

167 2901110269 北海道 有限会社丸重清川 4430002058436 ＩＣＴ機器の導入による土木工事の生産性向上と若年層の人材確保
株式会社北海道銀
行

170 2901110272 北海道 有限会社道栄重機 6460102002181 先進的なＩＣＴ対応ブルドーザを導入し情報化施工サービスの提供
株式会社北海道銀
行

321 2902110078 青森県 株式会社山道建設 6420001006898 ＩＣＴ搭載建機導入による革新的サービスと管理技術者の育成
青森県商工会連合
会

357 2903110032 岩手県 南建設株式会社 6400001007832 ＩＣＴ完全自社施工による競争力の強化と生産性向上の実現 株式会社岩手銀行

545 2905110077 秋田県 株式会社眞宮技術 2410001002489
ＩＣＴ技術による計測から３次元設計プロセスの効率化による生産性向
上

株式会社秋田銀行

549 2905110091 秋田県 有限会社ウチダ測光 5410002011255
ＩＣＴ活用工事のための３次元計測・設計業務を支援する革新的サービ
ス

秋田県商工会連合
会

913 2908110039 茨城県
株式会社イイジマ測設企
画

9050001027376 地域中小土木事業者向け「ＩＣＴ土工普及サービス」の開発事業 株式会社筑波銀行

1084 2908110268 茨城県 有限会社仲内設計 5050002017421
公共測量用ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ技術を導入した公共・民間測
量業務の受注

茨城県商工会連合
会

1387 2910110062 群馬県 沼田土建株式会社 5070001023022
情報通信技術を使った「ＩＣＴ土工」の導入で生産性向上と働き方改革
を実現

株式会社群馬銀行

1912 2912110049 千葉県 株式会社大多和組 1040001058925 ＩＣＴ油圧ショベル導入による施工現場の飛躍的生産性向上の実現 房総信用組合

2218 2913110386 東京都
セナーアンドバーンズ株
式会社

6010801015181
養殖漁業に必要な海況データを漁業者にリアルタイムで提供するＩＣＴ
活用システムの開発

腰越　勉

2622 2913111424 東京都
株式会社ビューティフル
ワンズ

7010001160835
ＩＣＴを活用した小売店販促業務の省力化に貢献可能なデジタルサー
ネージサービスの開発

朝日信用金庫

2758 2914110197 神奈川県 共同カイテック株式会社 8011001006250 ＩＣＴシステムの実用化でバスダクト製造ラインの迅速化を実現 大和商工会議所

3195 2915110303 新潟県 株式会社戸田組 4110001026814 重機土工をＩＣＴ化することで、品質確保と労働生産性向上を図る
株式会社江口経営
センター

3480 2917110129 石川県 竹腰永井建設株式会社 3220001000032 砂防工事等におけるＩＣＴ化技術の活用（安全性及び生産性の向上）
畠＆スターシップ
税理士法人

3485 2917110135 石川県
株式会社北日本ジオグラ
フィ

1220001002212
ＩＣＴによって水面下の謎を解き明かし、社会に新たな価値を提供する
事業

公益財団法人石川
県産業創出支援機
構

3529 2917110189 石川県 株式会社白山 4013301021866 ＩＣＴ、ＩｏＴを用いた管理コストの低減と人的リソースの確保
石川県商工会連合
会

3842 2920110183 長野県 株式会社フジテック 8100001002985 ＩＣＴ施工を加速させるコンサルタントサービスの提供
株式会社八十二銀
行

3934 2920110336 長野県 小池建設株式会社 5100001022409
移動体計測技術と高難度ＩＣＴ導入で知識的領域と付加価値を拡大させ
る

飯田信用金庫

3961 2920110377 長野県 株式会社駒ヶ根電化 9100001021225
ＩｏＴ、ＩＣＴを活用した品質・進捗の見える最先端ものづくり工場の
実現

株式会社八十二銀
行

3978 2920110398 長野県 有限会社エヌ・テック 2100002000787 ＩＣＴの活用により災害復旧時の敏速化・効率化を図る 長野信用金庫

4021 2921110023 岐阜県 泉左官住設株式会社 4200001016178 ＩＣＴ建設機械の導入による新しい３Ｋで生産効率の向上を目指す。 大垣西濃信用金庫

4034 2921110040 岐阜県 株式会社塩屋建設工業 6200001025433
ＩＣＴ技術搭載（２Ｄマシンガイダンス）建機の導入による小規模工事
の生産性向上の実現

岐阜県商工会連合
会

4157 2921110210 岐阜県
株式会社飛州コンサルタ
ント

1200001025314 レーザーシステム搭載ドローンによるＩＣＴ土工への対応強化 高山信用金庫

4397 2922110212 静岡県
株式会社中部綜合コンサ
ルタント

8080401003149
水コンによるｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎに対応した社会インフラ整
備体制の構築

山内今朝男

4416 2922110239 静岡県 エボシ建設有限会社 6080402009171
小規模事業者がｉ－ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎへの対応力を育成する取
組み

蒲郡信用金庫

4891 2923110312 愛知県 株式会社愛河調査設計 9180001033634
ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ対応と水害防止のためＩＣＴを活用し工
期短縮と測量精度向上を図る

蒲郡信用金庫

5513 2924110193 三重県 株式会社ＰｌａｎＢ 2190001022320
ＩＣＴ活用により医療依存度の高い利用者と家族に安心安全を提供する
施設の創設

北伊勢上野信用金
庫

5588 2925110063 滋賀県 測量設計明誠
国交省が推進するｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎでの３次元測量・設計
と応用技術

株式会社滋賀銀行

5703 2926110067 京都府 塩見測量設計株式会社 6130001041099
京都初！国土交通省推進「ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ」に寄与する
ドローン３次元測量技術高度化への挑戦

株式会社エフアン
ドエム

5812 2926110315 京都府 株式会社京都イングス 1130001043777
ＩＣＴ技術を活用し働き方改革に繋がる現地調査手法改革と３次元測量
技術サービス

京都北都信用金庫

5919 2927110130 大阪府 株式会社合同アーバス 9120001001803 スチールサッシ製造工程のＩＣＴ化による生産性向上の実現
株式会社近畿大阪
銀行

7
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6537 2927111386 大阪府 株式会社リック 1120001129404
口腔内スキャナーを利用した歯科技工におけるＩＣＴ利活用ものづくり
体制への変換

株式会社商工組合
中央金庫

7067 2929110046 奈良県 株式会社高崎組 1150001015510
土木工事における３次元データを活用したｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏ
ｎ技術の内製化

奈良中央信用金庫

7177 2929110197 奈良県

幹事企業：吉井建設株式
会社連携体１：株式会社
さざんかコーポレーショ
ン

幹事企業：1150001013662連携
体１：7150001013459

３次元測量とＩＣＴ建機による建設現場の高効率化・省力化の実現

幹事企業：公益財
団法人奈良県地域
産業振興センター
連携体１：公益財
団法人奈良県地域
産業振興センター

7220 2930110021 和歌山県 株式会社三晃精密 1120101033695
金属加工品の三次元測定検査におけるＩＣＴ活用による高速化と生産性
向上

公益財団法人わか
やま産業振興財団

7312 2932110001 島根県 北陽技建株式会社 7280001003389
３次元データを活用できる技術体制を確立し、ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔ
ｉｏｎへの対応でリードする

株式会社島根銀行

7447 2933110123 岡山県 株式会社グランド 8260001025558 ＩＣＴ建機の活用による土木工事の効率化事業 秋井　正宏

7516 2933110220 岡山県 山尾産業有限会社 5260002025485 ＩＣＴ化による測量サービスの高度化事業 笠岡信用組合

7523 2933110228 岡山県 株式会社カザケン 8260001015781
ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ推進に対応したＩＣＴ建機活用のプロセ
ス改革

秋井　正宏

7620 2934110088 広島県
幹事企業：山陽建設株式
会社連携体１：株式会社
中國開發

幹事企業：6240001039594連携
体１：2240001034500

ＩＣＴ技術の３次元データ連携活用による生産性向上と担い手の確保

幹事企業：株式会
社広島銀行連携体
１：株式会社広島
銀行

7751 2934110281 広島県 有限会社吉野建設 2240002031793 ＩＣＴ機器の活用による土木工事の測量作業効率化と測量業務の事業化 株式会社広島銀行

7827 2935110024 山口県 株式会社川畑建設 8250001010503
建設ＩＣＴを深化させ、三次元データを活用した一社一貫施工体制の構
築

光商工会議所

7831 2935110029 山口県 株式会社マルニ 1250001010105 ＩＣＴを利活用した新事業（測量業務）の創出 株式会社西京銀行

7909 2935110131 山口県 有限会社花瀬組 2250002012297 ＩＣＴ油圧ショベルの導入による土木工事の生産性向上 株式会社山口銀行

7975 2936110036 徳島県 南建設株式会社 7480001007403 ＩＣＴの導入による土木工事における生産性向上と働き方改革推進
株式会社商工組合
中央金庫

8231 2938110064 愛媛県 株式会社大旺 5500001011809
３次元データ、ＩＣＴ建設機械の活用による土木工事の生産性、安全性
等の向上

株式会社伊予銀行

8443 2940110051 福岡県 旭測量設計株式会社 8290801009575
３次元スキャニングトータルステーションの導入による測量技術のＩＣ
Ｔ化と生産性向上

株式会社ＶＩコン
サルティング

8482 2940110130 福岡県 株式会社ユーカス 9290001049875
最新ＩＣＴ加工機器導入による、オーダーソファーの品質確保と生産性
の向上

大川信用金庫

8514 2940110211 福岡県 株式会社双一開發 5290801014495
ＩＣＴ活用工事対応・３次元スキャナー導入による測量精度と生産性の
向上

株式会社ＶＩコン
サルティング

8523 2940110233 福岡県 株式会社幸龍 1290001053579 測量工程にてＩＣＴ技術を導入した革新的な生産性向上の取組
株式会社ＶＩコン
サルティング

8627 2940110475 福岡県 有限会社箕面開発 9290802023401 採石事業における情報化施工（ＩＣＴ）用建機の自動化システムの導入 太田範雄

8817 2942110033 長崎県 株式会社西海建設 2310001000619
ＩＣＴ技術を活用した施工管理システム開発による浚渫工事の生産性向
上

長崎商工会議所

8837 2942110062 長崎県 柴﨑建設株式会社 5310001008618 ＩＣＴ技術にかかるレーザースキャナ導入による効率化及び受注力強化
長崎県商工会連合
会

8976 2943110109 熊本県 株式会社環境と開発 5330001003245 先端ＩＣＴ技術を用いた測量・土木設計業務の生産性の向上
税理士法人さくら
優和パートナーズ

8983 2943110126 熊本県 佐藤企業株式会社 9330001002045 建設現場における ＩＣＴ 活用工事完全実施に向けた機器の導入 熊本商工会議所

9000 2943110157 熊本県 株式会社凰建設 4330001000672
ショベル用マシンガイダンスシステム導入による測量精度と生産性の向
上・ＩＣＴ化対応

株式会社ＶＩコン
サルティング

9071 2944110040 大分県
東亜コンサルタント株式
会社

2320001001871
Ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎを活用した、土木施設の維持管理及び防
災減災に対する企画計画・調査設計

株式会社大分銀行

9106 2944110083 大分県 株式会社末宗組 8320001007657 ＩＣＴを活用した３次元測量等による測量・検査工程の生産性向上 株式会社大分銀行

9381 2946110158 鹿児島県 株式会社新協 3340001010275
測量効率改善、精度向上による工期短縮と人材不足解消を図るＩＣＴ事
業

鹿児島県商工会連
合会
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企
業
デ
ー
タ

38
39

　
切
土
、
盛
土
が
あ
る
土
地
造
成
や
河
川
整
備
事
業
に
は
、

の
り
面
保
護
工
と
い
う
施
工
が
行
わ
れ
ま
す
。
大
震
災
以
降

に
施
工
案
件
が
増
加
し
て
い
ま
す
。
の
り
面
保
護
工
と
は
、

安
定
勾
配
で
施
工
し
た
の
り
面
に
対
し
浸
食
や
風
化
を
防
止

す
る
た
め
に
行
わ
れ
ま
す
。
の
り
面
の
安
定
評
価
は
、
現
地

調
査
を
実
施
し
て
土
質
ご
と
に
定
め
た
基
準
が
あ
り
、
細
か

な
規
定
を
定
め
て
い
ま
す
。

　
そ
の
た
め
、土
地
造
成
時
に
は
国
家
資
格（
業
務
独
占
資
格
）

で
あ
る
測
量
士
が
、
計
測
の
た
め
に
必
ず
入
る
事
に
な
っ
て

い
ま
す
。
最
近
の
傾
向
と
し
て
測
量
士
不
足
、
工
賃
の
高
値

傾
向
、
資
材
の
高
騰
が
あ
り
、
一
つ
の
現
場
で
約
百
万
円
ほ

ど
コ
ス
ト
が
増
加
し
て
い
ま
す
。ま
た
、の
り
面
施
工
現
場
で

は
建
設
機
械
周
辺
に
人
が
多
く
い
る
た
め
機
械
と
の
接
触
事

故
や
土
砂
災
害
な
ど
安
全
性
の
面
が
課
題
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
今
回
、
革
新
的
な
サ
ー
ビ
ス
で
あ
る
①
G
N
SS
固
定
局

（
人
工
衛
星
か
ら
の
デ
ー
タ
ー
受
信
に
よ
る
位
置
測
定
が
可

能
）と
②
建
設
機
械
に
設
置
す
る
G
N
SS
	3
D
-M
G
シ
ス
テ

ム
に
よ
り
、
の
り
面
の
傾
斜
と
建
設
機
械
バ
ケ
ッ
ト
の
角
度

を
同
期
し
モ
ニ
タ
ー
表
示
し
て
施
工
を
し
ま
す
。
ま
た
、
③

検
測
用
キ
ッ
ト
も
導
入
し
て
測
量
士
が
二
人
で
行
う
の
り

面
施
工
後
の
出
来
形
制
度
及
び
確
認
作
業
を
土
木
作
業
員
	

一
人
で
行
う
こ
と
が
出
来
る
よ
う
に
し
ま
す
。
④
こ
の
ほ
か

①
②
③
の
作
業
を
行
う
た
め
予
め
、
の
り
面
の
傾
斜
や
角
度

な
ど
を
３
次
元
化
す
る
３
次
元
設
計
デ
ー
タ
ー
ソ
フ
ト
を
導

入
し
ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
取
り
組
み
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
に
述
べ
た
課
題

等
の
解
決
を
行
い
ま
す
。

　
上
記
に
記
載
し
た
①
②
③
④
の
情
報
関
連
機
器
類
を
導
入

し
て
革
新
的
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
体
制
を
構
築
し
試
験

操
業
を
行
い
ま
し
た
。

　
実
施
手
順
と
し
て
は
ま
ず
、
設
計
図
面
を
④
３
次
元
設
計

デ
ー
タ
ー
ソ
フ
ト
を
利
用
し
３
次
元
化
し
ま
す
。
次
に
①

G
N
SS
固
定
局
を
施
工
の
支
障
が
出
な
い
場
所
に
設
置
し
ま

す
。
３
次
元
化
し
た
デ
ー
タ
ー
を
建
設
機
械
に
設
置
し
た
②

G
N
SS
	3
D
-M
G
シ
ス
テ
ム
に
イ
ン
プ
ッ
ト
し
ま
す
。
重
機

の
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
は
、
イ
ン
プ
ッ
ト
さ
れ
た
デ
ー
タ
ー
を
モ

ニ
タ
ー
で
確
認
し
な
が
ら
試
験
運
転
を
し
ま
す
。

　
試
験
運
転
後
、
作
業
精
度
を
確
認
す
る
た
め
に
③
検
測
用

キ
ッ
ト
に
て
確
認
し
ま
し
た
。

　
上
記
の
試
験
運
転
の
精
度
を
確
認
す
る
た
め
に
、
従
来
工

法
の
測
量
に
て
ど
れ
だ
け
差
異
が
あ
る
か
確
認
し
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
従
来
工
法
と
の
精
度
の
差
異
は
試
験
運
転
で
は

見
ら
れ
ず
、
問
題
な
い
と
判
断
さ
れ
ま
し
た
。

本
事
業
へ
の
取
組
み
の
経
緯
・
目
的

実
施
内
容

株
式
会
社
山
﨑
組

平
成
26
年
度
補
正

［
対
象
類
型
］　
革
新
的
サ
ー
ビ
ス

［
革
新
的
サ
ー
ビ
ス
と
の
関
連
性
］　
商
圏
の
拡
大
、
独
自
性
・
独
創
性
の
発
揮
、
Ｉ
Ｔ
利
活
用

　
の
り
面
施
工
は
、
工
期
が
長
く
受
注
し
に
く
い
分
野
で
し

た
が
、
今
回
の
Ｉ
Ｔ
を
利
活
用
し
た
取
り
組
み
に
よ
り
受
注

が
し
や
す
い
環
境
に
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
元
請
だ
け
で
な

く
、
工
期
が
短
く
少
人
数
で
の
施
工
が
可
能
に
な
る
た
め
下

請
で
の
受
注
も
可
能
に
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
、

商
圏
拡
大
を
目
指
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
Ｉ
Ｔ
の
利
活
用
に
よ
り
、
現
場
と
本
社
取
引
先
に
も
情
報

の
一
元
化
に
よ
る
管
理
体
制
を
構
築
す
る
こ
と
が
可
能
と
な

り
ま
し
た
。

　
成
果
と
し
て
は
、
①
G
N
SS
を
活
用
し
た
情
報
化
施
工
を

導
入
し
た
通
信
技
術
に
よ
り
、
最
初
の
計
測
業
務
を
除
き
測

量
士
が
不
在
で
も
作
業
が
行
え
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
②

三
次
元
の
設
計
デ
ー
タ
ソ
フ
ト
に
よ
り
、
建
設
機
械
の
位
置

情
報
を
目
視
化
す
る
と
と
も
に
の
り
面
角
度
や
標
高
を
パ
ネ

ル
で
重
機
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
が
確
認
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し

た
。
③
建
設
機
械
周
辺
で
の
測
量
や
作
業
指
示
、
作
業
補
助

が
削
減
さ
れ
る
た
め
、
建
設
機
械
と
の
接
触
事
故
を
防
ぐ
と

い
う
安
全
性
の
課
題
を
解
決
す
る
こ
と
が
出
来
ま
し
た
。

④
建
設
機
械
を
動
か
す
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
は
作
業
に
集
中
で

き
、
作
業
効
率
の
向
上
が
確
認
で
き
ま
し
た
。
⑤
作
業
員
の

技
術
的
問
題
に
よ
っ
て
影
響
を
受
け
て
い
た
施
工
精
度
を
高

い
水
準
で
一
定
に
施
工
で
き
る
た
め
施
工
精
度
が
向
上
し
ま

し
た
。
⑥
情
報
化
機
器
の
使
用
に
よ
り
施
工
効
率
の
改
善
に

つ
な
が
り
、
工
期
短
縮
と
コ
ス
ト
削
減
を
図
る
こ
と
が
出
来

ま
し
た
。

事
業
実
施
の
成
果

今
後
の
展
望

設
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：

昭
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﨑
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社
長
　
山
﨑
　
忠
一

　
今
回
の
事
業
を
も
と
に
地
域
に
根
差
し
た
活
動
を
心

が
け
る
と
と
も
に
商
圏
拡
大
を
目
指
し
て
い
き
た
い
と

考
え
ま
す
。

担
当
者
　
山
﨑
　
孝
史

　
本
事
業
の
社
内
体
制
の
構
築
を
強
固
な
も
の
に
し
、

の
り
面
工
事
の
受
注
に
尽
力
し
た
い
と
考
え
ま
す
。

事
業
テ
ー
マ

情
報
化
施
工
導
入
に
よ
る
の
り
面
施
工
の

短
期
化
を
目
指
し
た
体
制
の
構
築

［
主

な
事

業
・

業
種

］　
総

合
工

事
業

［
得

意
分

野
］　

建
築

・
土

木
工

事

［ 事 業 類 型 ］ 　 設 備 投 資

社
長
・
担
当
者
か
ら
一
言
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■事業計画名
　UAV（小型無人航空機）に搭載可能なレー
ザー計測装置の開発

■概要
　セスナ飛行機や有人ヘリコプターで運用計測
されている航空レーザー装置を、小型・集積化し
てUAVに搭載可能な装置を開発することで、高
精度かつ安価で迅速な３次元計測を可能にし、新
たな計測市場を切り開く。

■分類
　＜対象類型＞　ものづくり技術
　　　　　　　　　情報処理
　　　　　　　　　測定計測
　＜事業類型＞　一般型
　　　　　　　　試作開発＋設備投資

■成果
　製作した計測装置は当初目指していた３kgを
オーバーしたが、UAVのプロペラ、モーター、バッ
テリーの見直しにより搭載可能な範囲に収める
ことができた。
　本装置での取得データは、低空からの計測が可
能なため高密度な３次元点群データであり、現地
測量に必要な地形データの取得が可能となった。

■事業計画名
　CIM事業に向けた３次元微細地形モデルと
設計サービスの構築

■概要
　国の施策であるCIM（公共事業の一連の過程で、
ICTツールと３次元データモデルの導入・活用に
より、建設事業全体の生産性向上を図ろうとする
取り組みのこと）事業の導入スケジュールに向け
て、上空と地上のレーザー計測データ合成により
「３次元微細地形モデルの作成」と「３次元設計」
のサービス体制の構築を図る。

■分類
　＜対象類型＞　革新的サービス
　　　　　　　　○付加価値の向上
　　　　　　　　　新規顧客層への展開
　　　　　　　　　独自性・独創性の発揮
　　　　　　　　　顧客満足度の向上
　　　　　　　　　価値や品質の見える化
　　　　　　　　○効率の向上
　　　　　　　　　サービス提供プロセスの改善
　＜事業類型＞　一般型
　　　　　　　　設備投資のみ

■成果
　国の施策であるCIM事業の導入スケジュールに
向けて、上空と地上のレーザー計測データ合成に
より３次元微細地形モデルの作成を行い、３次元
での設計体制の構築を図った。

株式会社アンドー

平成25年度 平成26年度
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好機逸す
べからず

県内トップクラスの
総合建設コンサルタント

　道路、河川、砂防、
公園、上下水道など社
会インフラ整備に欠か
せないのが、計画・調
査・設計等のコンサル
タント業務を担う設計
コンサルタントです。
　アンドーは1962（昭和37）年、測量会社（安
藤測量設計事務所）として創業後、建設コンサル
タント業務にシフト。設計・コンサルティング、
環境アセスメント、測量、補償業務の各分野で技
術力を発揮する技術者集団、総合建設コンサルタ
ントとして県内トップクラスの実績を誇ります。
　「最近は既存施設の点検・保守といった仕事が
増えています」と平林正守社長。公共工事におい
ても時代のニーズが色濃く反映し、構造物や施設
等の新設主体からメンテナンス業務にシフトしつ
つあるようです。
　一方、国土交通省では建設現場の生産性向上に
向け、測量・設計・施工・管理にいたるすべての
プロセスでICT（情報通信）の活用を前提にした
新基準を導入する「i-Construction（アイ・コン
ストラクション）」の取り組みをスタート。工事
現場でのUAVを活用した土木工事管理、施工状
況管理なども徐々に行われるようになってきてい
ます。
　「測量の仕方そのものが変わっていく中で、我々
も新しい技術にいち早く着目して設備投資してい
かないと遅れてしまう。つねに新しいものに挑戦
していきたいと考えています」。

新たな市場への拡大を目指して

　平林社長がそう話すように、同社では５年ほど
前、UAV（無人航空機）、いわゆる「ドローン」
を使った次世代測量技術に注目します。
　実機で行っている、GPSと３D解析ソフトを利
用した航空レーザー装置を小型・軽量化しUAV
に搭載することで、低高度・高解像度での撮影が
可能になり、測量精度がかなり上がる。そう考え、

開発に挑戦。岐阜
大学の研究会など
にも参加し、さま
ざまな分野の研究
者・技術者と交流
しながら技術ノウハウを積み上げてきました。
　そして、ものづくり補助金を活用し、小型・軽
量化した装置を開発。UAVにも独自の改良を加
え、高精度かつ安価、スピーディーな３次元計測
を実現しました。現在、業務に使用し精度の検証・
改善を行いながら、さらなる精度向上に取り組ん
でいます。
　「実際に使いながらノウハウを積み上げ、いか
に顧客のさまざまな要望に応えられるようにする
かが勝負。まだスタートラインに立ったところで
すが、導入成果は確実に出てきています。今後さ
らに活用領域も広がっていくと期待しています」

と平林社長。
　今後UAVによる
計測技術が公共工事
でも認められ、活用
が始まると予想。い
ち早く運用実績とノ
ウハウを蓄積するこ
とで新たな市場への
拡大を目指していま
す。

「ものづくり補助金」採択企業を訪ねて

株式会社アンドー（松本市）

株式会社アンドー
代　　表　代表取締役　平林正守
創　　業　1962（昭和37）年
資 本 金　4,420万円　従業員数　63名
本　　社　松本市島内3481-1
　　　　　TEL.0263-48-0480　FAX.0263-48-0360
事業内容　総合建設コンサルタント業務

総合建設コンサルタントの“新たな力”を目指し、
UAVによる次世代測量技術にチャレンジ。

松本市青島 土地区画整理事業

独自開発した装置を積んだUAV

レーザー計測した全体鳥瞰データ

断面図
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様式第１ 

 

経営力向上計画に係る認定申請書 

 

平成○○年○月○日 

 

○○地方整備局長 殿 

 

                     住    所 ○○県○○市○○ 

                     名 称 及 び ○○建設株式会社 

代表者の氏名 代表取締役 ○○ ○○ 印 

 

 

 中小企業等経営強化法第１３条第１項の規定に基づき、別紙の計画について認定を受けたい

ので申請します。 

 

 

                            

記載例 

○提出先は国土交通大臣ではなく、各地方

整備局等です（氏名不要）。詳細は「経

営力向上計画 策定・活用の手引き」を

参照ください。 

○認定申請書の提出の際に、（備考）及び（実施要領）が記載されている 
必要はありません。 

13
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③ 自社の経営状況 

平成 27 年度の売上高は 320,000 千円、平成 28 年度の売上高は

330,000 千円と 3.1%増加したものの、営業利益は平成 27 年度

10,000 千円、平成 28 年度 9,500 千円と 5％減少していること

から、新型の重機導入等により生産性向上を図り、安定的に利

益を確保できる体制を整える必要がある。 
 
 
５ 経営力向上の目標及び経営力向上による経営の向上の程度を示す指標 

指標の種類 A 現状（数値） 
B 計画終了時の目標

（数値） 
伸び率（（B－A）／

A）（％） 

労働生産性・簡易 8,000 千円 8,400 千円 5% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 経営力向上の内容 

 

実施事項 
（具体的な取組を記載） 

 
 

事業分野別

指針の 
該当箇所 

 新事業活動

への該非 
（該当する

場合は○） 

ア 一 イ 
新入社員を含む若手社員に対し、免許・資格取得のための講

習を勤務時間内において積極的に受講させる（車両系建設機

械技能講習、土木施工管理技士等）。 
 

以下のいずれかの指標を選択してください。 

・「労働生産性・基本」 

・「労働生産性・推奨」 

・「労働生産性・簡易」 

計算式は、「建設業分野に係る経営力向上に関

する指針」を参照ください。 

経営力向上計画の実施期間に応じ、以下の

伸び率以上の目標を設定してください。 

・3 年：1％以上 

・4 年：1.5％以上 

・5 年：2％以上 
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イ 
四 ハ 
六 ロ 

操作性に優れる新型のバックホウを導入し、現場作業の効率

を上げることにより、実際の土木工事現場における生産性向

上を図る。 
また、新型バックホウは、現在しているバックホウと比べ、

燃費性能が高く、かつ、排出ガスに配慮されていることから、

環境負荷軽減につながる。 

 

ウ 四 イ 

ＩＣＴ土工の受注に向け、レーザースキャナーや３Ｄデータ

作成ソフトウェアを導入し、最新機器を活用した起工測量や

３次元設計データ作成に対応できる技術者の育成に取り組

む。 

 

エ  
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
７ 経営力向上を実施するために必要な資金の額及びその調達方法 

実施 
事項 

使途・用途 
資金調達 
方法 

金額 
（千円） 

ア 従業員教育訓練費 自己資金 1,000 

イ 経営力向上設備購入費 融資 5,000 

ウ 経営力向上設備購入費 融資 2,000 

 
 
 
 
  

建設業分野に係る経営力向上に関する指針」の「第３ 

経営力向上に関する事項」を参考に、経営力向上に向

けた取組内容を、できるだけ具体的に記述してくださ

い。 

設備等の導入を行う場合は、その設備等をどのように

活用するのかを記載してください。 

「建設業分野に係る経営力向上

に関する指針」の「第３ 経

営力向上に関する事項」のう

ち、該当する箇所を記載して

ください。 
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